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【要約】本研究では、2023 年に発刊された DCD に関する論文 18 件について、DCD に対する認識と支

援のあり方について検討した。DCD における、診断評価の研究、生理学的研究、心理学的研究、介入

研究の 4 つに分類され，各見解について考察した。DCD 児の経験の全体像を理解し、適切な支援をす

るために多面的な複雑性の認識が重要になること、介入のアクセシビリティは DCD 児の自律性を高め

ること、DCD の診断を成人期前にしておくことが、DCD のある成人の心理的問題を緩和することにつ

ながること等が示唆された。 

 

【キーワード】DCD（発達性協調運動症）、運動障害、介入、併発症  

 

Ⅰ はじめに 

最近の DCD に対する捉え方を明確にしておくと、保育、教育、及び療育による支援をする際の一助

となるため、2022 年度に DCD への認識に関する最近の動向として、2018 年から 2022 年までに刊行

された DCD に関する論文を検討した。使用した 24 件の論文は、DCD における、疫学的研究、発達や

障害の状態、生理学的研究、ASD（自閉スペクトラム症）との関連、ASD の併発症としての捉え方、

運動障害への介入の 6 領域に分類され、各見解について考察されている。これらの概要は次の通り

である（松山,2022）。 

非定型の脳構造と機能を持っていることから、活動制限に対処する介入は、短期的に運動能力と運

動技能関連のフィットネスを改善する。 

運動協調性の低下と運動学習の困難、生活の質の低下を経験しているため、機能的な運動能力と参

加の増加を目指した運動介入が求められる。 

神経障害が感覚運動ネットワークにあり、協調運動症と聴覚処理の問題のメカニズムに関連する小

脳に異常がある。 

ASD と運動障害の類似があるが、同時に発生する診断であるかどうか、運動障害の相違があるかど

うかについては、現時点では不明確である。 

運動障害を評価することによって、運動介入に結び付け、運動技能の重要性に関する親と教育者の

理解を促すようにする必要がある。 

介入は心理的幸福を目標にして、発達状態に応じた支援や家族への支援がなされるように、関係機

関や専門家の協力体制の構築が不可欠である。 
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以上が示唆されている。最近、DCD に対する研究が少しずつ進展している状況にあると考えられる。

このため、本研究の目的は、DCD について研究された 2023 年に発刊された論文の内容について検討 

することにした。 

 

Ⅱ 研究方法 

本研究では、DCD について考察された 2023 年に発刊された論文の内容について検討した。また、

2024 年１月発行の論文も含めることにした。文献を検索するデータベースには、CiNii Research、

Google Scholar、および Springer を使用した。最終検索日は、2024 年 2 月 10 日であった。このレ

ビューで扱うキーワードについては、「autism spectrum disorder、developmental coordination 

disorder、complication」とした。 

査読され、科学雑誌に掲載された論文から、DCD に対する研究手続きががなされているものを使用

した。調査や実験による研究の手続きが明確な 18 件の論文における DCD を持つ神経発達症に対する

認識と支援に関する知見や見解について考察することにした。その際、論文の主たる研究について内

容で分類したところ、DCD における、診断評価の研究（5 件）、生理学的研究（5 件）、心理学的研究

（4 件）、介入研究（4 件）の 4 つに分類された。これらの内容ついて検討することにした。 

 

Ⅲ DCD に関する 2023 年に発刊された研究に関する考察 

DCD について検討された研究の概要については、次の通りであった。 

1．診断評価の研究（5 件） 

(1)DCD の診断サービスに関する親の認識 

疫学的研究から、DCD は子供の 20 名に 1 名が罹患するとされている。運動技能を習得する能力に

影響を及ぼす神経発達症と捉えられている。その有病率の高さにもかかわらず、DCD は十分に認知さ

れていない。これにより、診断をされていない子供が多いため、子供への助けを求めている家族に対

して、不必要な不満やストレスを与えている状況がある。したがって、DCD の早期発見・早期診断を

改善するために、親がどのように診断サービスを利用しているか、また必要な支援やサービスについ

ての親の考え方を理解する必要がある。 

ブリティッシュ・コロンビア州で DCD が疑われる、または診断された子供（18 歳未満）の親を対

象に、多面的なリクルート戦略を使用して、DCD のための impACT オンライン質問紙調査票を配布し

た。得られた連続データについては中央値/四分位範囲、カテゴリーデータについては度数/パーセ

ンテージを用いて分析した。自由記述形式の質問については探索的内容分析を用いて分析した。 

合計 237 名の回答者データを分析した結果、「親は、DCD の病因、症状、影響に関する医療専門家

や教育者の認識や理解に乏しく、診断サービスへのタイムリーなアクセスに影響を及ぼしていること、

待ち時間が長いことも障壁となり、経済的に余裕のある家族は、よく民間の診断サービスを利用して

いることが示唆された」（Klein, Licari, Barbic, et al.,2024）と報告されている。 

以上より、早期発見と早期介入を可能にする合理的な診断サービスの標準化が求められる。つまり、

DCD を持つ子供の評価、診断、治療を行い、DCD に関連する身体的、精神的な二次的影響を軽減する

ためには、公的サービスによる家族を中心とする療育アプローチが不可欠だと考えられる。 

 

(2)低い運動能力か DCD か（子供の運動障害を理解するための概要） 

DCD は、神経学的疾患やその他の疾患がないにもかかわらず、子供の運動能力の低さによって定義
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される疾患である。このため、子供における低運動能力（LMC）と DCD、および LMC と DCD の相違点

と類似点を理解するための枠組みを検討する。DCD の有病率はかなり高いが（学齢期の子供の 5～

6％）、ここ数十年の研究では、学齢期の子供における低運動能力（LMC）の有意な水準（30～77％）

が記録されている。これらの数値は、運動能力の低さが蔓延していることを表している。したがって、

適切な評価、介入に加えて、DCD の診断される可能性の調査や評価が求められる。 

「運動能力の低さは、標準化されたアセスメントを用いて運動能力を一度だけ測定した後に明らか

になるのが一般的であるが、その一方、DCD は慢性的な症状であり、幼児期から青年期を経て成人期

まで続くことが明らかになっている」（Tamplain, Cairney,2024）と示唆されている。したがって、

早期における DCD の診断、介入ができる環境を整える必要があると言える。 

 

(3)DCD 児における早期発達に関する親からの報告 

DCD は、通常 5 歳以降に診断される神経発達疾患である。出生から 6 歳までの間に親が報告した

DCD の早期マーカーを評価することを重視する必要がある。このため、DCD と診断された 12名の子供

の親を対象に半構造化面接を行った。1 家族につき 3 回までのインタビューを行った。インタビュー

は逐語的に書き起こし、帰納的主題分析法を用いて分析することにした。 

「子供特有の特徴」については、多様な発達領域（運動マイルストーン、日常生活活動、遊びと探

索、疲労と睡眠、参加、感覚処理、対処スキルと友人関係、言語スキル）における子供の課題につい

て論じた。子供ごと、領域ごとに深刻さが異なることが示された。「文脈における特徴」では、説明

や治療の探求、具体的な参加の選択、他の養育者による懸念、二次的な結果の出現等、子供の直接的

な環境における微妙な指標について論じた。 

これらの見解から、早期発達を通して、定量的・定性的な発達情報を収集する大規模な国際的縦断

的追跡調査により、「これらの早期特徴が DCD と実際に関連しているという仮説を強化できる。また、

生後 1 年目からの DCD の早期特徴の存在を示唆し、DCD の診断過程において親と話し合うべき重要な

話題を示すものである。親からの病歴聴取では、子供特有の特徴と状況特有の特徴の両方を尋ねるこ

とが重要である」（Roubaix, Velde, Waelvelde,2023）と示唆された。 

 

(4)出生前の累積的危険因子（RF）が子供の DCD の有無に及ぼす影響 

出生前の累積的危険因子（RF）が子供の DCD の有無に及ぼす影響を検討することを目的に、コホー

ト研究である Coordination and Activity Tracking in Children（CATCH）の参加者（N=589、男児

338、年齢 4.5±0.5 歳）を対象とした。運動協調性は Movement Assessment Battery for Children-

2nd Edition を用いて評価した。子供は、European Academy of Childhood Disability のガイドラ

インに基づき、DCDのリスクがある（DCDr）と分類された。RFは親が記入した調査票によって得られ

たものである。RFが DCDに及ぼす影響を調べるために、多重ロジスティック回帰を行うことにした。 

母親の出生時年齢、子供の性別、子供の年齢、配偶者の有無、世帯年収の合計で調整した後、出生

前の RF の総数が多い程、子供が DCDr になる確率が有意に高いことが示された（OR=1.48, p＜0.01）。

これらの所見は、複数の出生前 RF の累積的な影響や、RF の特定の組み合わせが他の組み合わせより

も、DCDj への関連性について更なる調査を行う必要があることを示している。「出生前の危険因子が

子供の一般的な運動能力や認知能力に悪影響を及ぼす。DCDr の子供の母親は、定型発達児の母親よ

りも RF の数が多い。DCD を発症する確率は、RF への曝露が増えるほど有意に高くなる」（Babi, 

Maeghan, Veldhuizen, et al.,2023）と報告されている。それ故、DCD の可能性のある原因や予防、
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女性の出産前のケアと周産期の RF を取り巻く知識に関する知見を示唆していると言える。 

 

(5)DCD への理解を深める複雑性の認識 

DCD の症状は、運動障害を超えて広範に及ぶことが一貫して示唆されている。それらの研究や実践

の大部分は、還元主義的な枠組みで DCD の調査、診断、治療にアプローチしている状況にある。そこ

で、DCD のより適切な概念化、評価、治療の手段として、複雑性理論のパラダイムを提案する。複雑

性理論の視点と DCD との関連性、DCD の複雑な性質を認め、捉えようとする最近の研究の例を取り上

げる。今後の研究と実践において、DCD の複雑性を考慮し、測定するための提案を行う。 

臨床現場における DCD の複雑性を臨床現場で認識する方法は多いが、DCD 児の経験の全体像を理解

し、適切な支援をするための基準として、運動、認知、その他の二次的症状を評価する。診断に対す

る全体的なアプローチには、神経発達症や気分障害を併発する可能性のあるものすべてに対するスク

リーニングも含めるべきで、幅広い診断ツールを開発し続けなければならない。このような実践は、

DCD 児の長所と短所に関する総合的な視点を収集することを奨励し、維持するのに役立つ。 

「全体として、複雑性の視点は研究を前進させ、評価と治療に関連する DCDの理解を向上させるこ

とができる。複雑性のパラダイムは、DCD の発展的で多次元的な像の記述、異質な症状プロファイル

の理解、相互に関連した二次症状との関連付け、そしてそれ以上のことに大きく関係している」

（Meachon,2023）と報告されている。多面的な複雑性の認識を重視する必要があると言える。 

 

2．生理学的研究（5 件） 

(1)小児の発達性協調運動障害の遺伝学と後成学(エピジェネティック) 

DCD は、運動協調性の障害を特徴とする発達障害であり、ADHD、ASD やその他の心理学的・行動学

的疾患と併発することが多い。DCD の病因は次のように考えられている。 

DCD の病因には、脳の変化と環境因子、遺伝学もその発症に関与している。最近、運動障害に関連

するいくつかの候補遺伝子や遺伝因子が同定されている。遺伝子欠失、コピー数多型、一塩基多型、

エピジェネティック修飾などがあげられる。そのため、DCD に関する遺伝学的研究の現在の知見を概

説し、その根底にある遺伝的機序に関する継続的研究の重要性を示す。 

 運動障害は、環境因子と遺伝因子との複雑な相互作用から生じる。DNA メチル化やヒストン修飾な

どのエピジェネティックなメカニズムは、これらの相互作用を媒介する上で重要な役割を果たしてい

る。環境因子は、運動機能に関与する遺伝子の発現を変化させるエピジェネティックな影響を引き起

こす可能性がある。同様に、遺伝子の突然変異や変異はエピジェネティックなマークに影響を与え、

環境に応答して遺伝子の発現パターンを変化させることがある。このようなエピジェネティックな変

化は、神経の発達や機能に長期的な影響を及ぼし、DCD の運動障害を引き起こす可能性がある。 

DCD に遺伝的な要因があることを裏付ける証拠はあるものの、初期段階にあり、現在の証拠の多く

は、併発する疾患の研究に基づくものである。DCD と他の神経発達症との間に共通の遺伝的感受性の

可能性があることから、将来的には DCD だけでなく、健常児も含めた大規模なサンプルを用いた研究

が求められる。集団における障害の臨床症状や疫学的特徴を考慮しながら、全エクソームシークエン

シングや全ゲノムシークエンシングの手法を用いて、症例対照研究やコホート研究を行う必要がある。

「ゲノムワイド関連研究（GWAS）により、複雑な遺伝学と感受性の探求が可能となる。ADHD や ASD

のような他の神経発達症と同様に、DC のゲノムの構造もまた、神経発達症と類似している」

（You,Shi,Huang, et al.,2023）と論及されている。 
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DCD に遺伝的関与があることを示唆する証拠があるが、その証拠は初期段階にある。現在のエビデ

ンスの多くは、併発する疾患の研究に基づく。そのため、DCD の遺伝的基盤をより理解するための研

究は、診断、治療、および DCD の病因の理解に重要な意味を持つと言及されている。 

 

(2) DCD の病態に関する洞察によって運動障害との重複が明らかにされたこと 

DCD の一部に遺伝的基盤があるが、関連遺伝子やその根底にある病因メカニズムに関する包括的な

知見は不足している。診断基準に従って DCD と診断された患者において、文献に記載されている遺伝

子を同定した。組織および時間的な遺伝子発現パターンと脳特異的な生物学的メカニズムを調べるこ

とにより、DCD の根本的な発症メカニズムを明らかにした。また、DCD と運動失調症、コレア、ジス

トニア、ミオクローヌスなど、遺伝的要素が知られている頻度の高い運動障害との間に共通すると考

えられる発症機序を検討した。「DCD に関連する 12 の遺伝子を文献から同定した。これらの遺伝子は、

脳の発達を通して中枢神経系で偏在的に発現し、細胞プロセス、神経シグナル伝達、神経系の発達に

関与している」（Garofalo,Vansenne,Sival, et al.,2023）と示唆されている。DCD 関連遺伝子と運

動障害関連遺伝子の間には、発症メカニズムにおいて顕著な重複（62％）があるため、DCD の遺伝的

病因を持つ者がいる可能性を示しており、病因論的運動症スペクトラムの一部だと推察される。 

 

(3)DCD と発達性相貌失認について 

DCD は、幼児期からの運動制御の困難さを特徴としている。この症状を持つ子供は、他者の顔を認

識することに問題があるにもかかわらず、この問題が成人期まで続くかどうかは不明である。そのた

め、DCD における発達性相貌失認（生涯にわたって顔が苦手であること）の有病率を評価した。DCD

の 53％が、最近推奨されている相貌失認の診断基準を満たし、そのうち 34%は従来の認知課題に基

づく方法で診断を受けている。さらに、彼らの顔に対する問題は、見慣れない顔と見慣れた顔の両方

の記憶テスト、および顔認知課題（顔を見分けられるかどうか）でも同様であった。 

これらの問題は、従来から顔認知の困難と関連付けられてきた疾患、ASD や失読症を併存する DCD

の症例を除外してもなお残っていた。「DCD のかなりの割合が大人になってから、顔に関する深刻な

問題に悩まされている。相貌失認の有病率の高さと、DCD と相貌失認の間に正の相関があるため、発

達性相貌失認と相貌失認症状との間には、より強い関連性がある」（Maw, Burns, Beattie,2023）と

言及されている。発達性相貌失認と DCD の間には、強い関連があるものと推察される。 

 

(4)成人の DCD における視聴覚多感覚統合と触覚知覚の変化 

DCD は、運動障害の一つであり、非定型的な感覚処理が非定型的な運動の背景にある可能性がある。

DCD は運動障害である。しかし、変化した感覚処理が 領域特異的なものなのか、グローバルなもの

なのかは、未解決である。Mayes, Gentle, Ivanova,らは次の報告をしている（2023）。 

同じ DCD の成人参加者コホートにおいて、感覚処理と時空間統合の異なる側面を初めて測定した。 

DCD（N=16）、DCD の可能性のある成人（pDCD、N=12）、神経質な成人（NT、N=28). 触覚知覚は、DCD

と拡張 DCD＋pDCDの両群で、NT成人と比較して低下していた。触覚知覚は、NT成人と比較して、DCD

群と拡張 DCD＋pDCD群の両方で低下していた。視聴覚統合は、音誘発二重閃光錯視を用いて測定され

た。DCD＋pDCD の拡張群では低下しなかった。 

一方、DCD では低レベルの感覚処理は変化していたが、より認知的で、空間情報から時間的次元を

推測する高次の能力タウカッパ効果で評価したところ、空間的情報から時間的次元を推論する、その
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逆を推論する、高次の認知能力は、DCD（および拡張群）と DCD（および拡張 DCD＋pDCD）参加者にお

いて問題はなかった。視聴覚統合と触覚知覚の障害は、自己報告による DCD 症状の程度と相関し、

DCD と NT を比較した場合に最も顕著であった。特に、拡張 DCD＋pDCD 群ではなく、DCD 群と NT 群を

直接比較した場合に最も顕著であった。 

感覚障害と DCD 症状との関連は、知覚の違いが DCD の運動障害に関与していることを示唆してい

る。DCD の運動障害には、知覚の違いが内在的なモデリング機構を介して関与していると推察された。 

 

(5)成人の DCD における視聴覚多感覚統合と触覚知覚の変化 

コンピュータによる視覚的フィードバックが、時間、空間的方位および筆圧の指標について検討し

た。7 歳から 12 歳の DCD 児 27 名を対象とした。介入セッションは週 1 回、8 週間行われた。タブレ

ットに 2 回コピーした。1 回目は、筆圧の程度に対応する筆記色の視覚的フィードバックを受けた。

一度目は、筆圧の度合いに応じて筆記色が変化する視覚的フィードバックを受け、二度目は視覚的フ

ィードバックを受けなかった。2 つの条件はセッションを通してカウンターバランスがなされた。 

介入前セッションは、時間、空間的方向、筆圧の測定について、介入前のセッションと介入後のセ

ッションを比較し、時間、空間的方向、圧力の測定について新しいテキストと比較した。視覚的フィ

ードバック条件と文字視覚的フィードバック条件では、筆記時間、空中筆記時間、筆記時間の合計と

平均が有意に減少し、筆記能力が増加した。空間変数では、文字の高さの分散が有意に減少した。 

筆記課題では、両条件ともテスト後に減少し、視覚的フィードバック条件では維持された。両条件

において、筆圧はテスト後に減少し、新しいテキストでは維持された。視覚的フィードバックの介入

は、筆記時の筆圧を調節するのに必要な運動学的-触覚的フィードバックを増加させ、より効率的な

フィードフォワード過程を促進し、アウトプットの質と筆圧を向上させる。 

これらより、「より効率的なフィードフォワード過程を促進し、アウトプットの質と能力を向上さ

せる」（Bartov,Wagner,Shvalb.2023）と言及されている。トレーニング効果について、介入のアク

セシビリティは DCD 児の自律性を高めることができたと考えられる。 

 

3．心理学的研究（4 件） 

(1)DCD を有する学童期の子供における情緒的問題や行動的問題の軌跡のパターン 

学童期における DCD、および情緒的問題や行動的問題などの心理的問題との関連は研究により証明

されているが、DCD を有する子供におけるこれらの問題の経時的変化については十分に理解されてい

ない。このため、DCD を有する学童期の子供における情緒的問題や行動的問題の軌跡のパターンを同

定し、これらの問題の発生、経過に対する共存する神経発達特性の影響を明らかにすることにした。 

DCD-Q（発達性協調運動症質問票）を用いて、773 名の子供を DCD 例と確認して、6 歳から 10 歳まで

の 4 年間追跡した。情緒的および行動的問題は、子供の両親または保護者が記入した Strengths and 

Difficulties Questionnaire を用いて評価した。 

その結果、情緒的問題と行動的問題の 4 つの軌跡パターンが同定された。「ASD や ADHD の特性が高

い子供は、予後不良の軌跡パターンに割り当てられる可能性が高かった。そのため、小学校低学年に

おける DCD を有する子供の情緒的問題と行動的問題と共存する神経発達特性を評価することが重要に

なる」（Mikami,Hirota,Adachi,2023）と主張されている。ASD や ADHD の特性が高い場合は、特に、

DCD を有する子供の情緒的問題と行動的問題と併存する神経発達特性を評価することを重視して、適

切な早期介入によって、その情緒的問題と行動的問題の軽減を図ることが不可欠と考えられる。 
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(2)DCD 児の心理社会的ウェルビーイング、親の懸念、家族への影響 

DCD は、運動技能の習得や能力に影響を及ぼす神経発達症である。先行研究では、DCD における心

理社会的転帰の不利が確認されているが、小規模または集団スクリーニングされた地域ベースのサン

プルであるため、限界があるとされている。そのため、大規模な集団ベースのサンプルを用いて、子

供期の DCD の心理社会的困難、親の懸念、家族への影響を理解することが重要になる。 

DCD と診断された 4歳から 18 歳の子供 310 名の親に対して、DCD の影響に関する質問紙調査を行っ

た。親が評価した情緒的問題、仲間内の問題、向社会的行動の測定値を規範データと比較した。さら

に、DCD が参加、交流、情緒的幸福、家族システムに与える影響に対する親の懸念が調査された。 

「定型発達児と比較すると、DCD 児は情緒的問題や仲間関係の問題で有意に高く、向社会的行動で

有意に低かった。親は、子供の将来に対する不安や、身体活動からの離脱を最も多く報告した。1 つ

以上の重複障害の有無は、結果において有意な影響を及ぼしていなかったことが明らかになった」

（Mancini,Licari,Alvares,2024）と主張されている。 

今回の調査結果は、DCD児の心理社会的転帰の悪さを浮き彫りにしている。DCD児だけでなく、DCD

と複数の障害を併発している子供においても、心理社会的転帰が不良である可能性が高いことが示唆

された。親は、既存の DCD への介入法では対象とされていないような子供への懸念（不参加や社会的

引きこもりなど）を報告し、DCD が家族全体に与える影響を検討する必要があると論及された。 

本論では、DCD 児の親からの報告による調査データを示している。年齢を問わず、心理社会的な転

帰に大きな影響を与えることを示している。子供達は、DCD を持たない同年齢のオーストラリアの子

供達よりも、感情的な問題や仲間関係の問題のレベルが有意に高く、向社会的行動が低いと親から評

価されている。また、DCD の心理社会的転帰が悪いのは併発している障害の結果であるという誤解を

覆すものであり、このサンプルでは DCD と診断された子供達でも予後が悪いことが観察された。 

さらに、DCD を持つ親が、特に子供の参加や情緒的健康に関して、大きな心配や懸念を抱いている

ことが浮き彫りになった。親は DCD が家族構成に大きな影響を与え、定期的に心配や懸念を引き起こ

し、活動の選択に影響を与え、経済的な負担を引き起こしていることも報告している。このような懸

念や影響には、新たな支援方法を構築する必要性に迫られていることが浮き彫りにされたと言える。 

 

(3)DCD 児の特徴的なメンタルヘルス・プロファイル 

DCD 児には、精神的な健康問題の兆候が見られ、精神的健康問題を示す。この集団における精神的

健康のパターン（プロファイル）を同定し、プロファイルと子供の特性との関連を分析することを行

った。質問紙調査に応じた 119 名の DCD 児の親が Strengths and Difficulties Questionnaire に回

答した。「その結果、4つの潜在クラスが最良のモデルであることが示された。プロファイル 1は「精

神的健康問題なし」（n=28；24％）、プロファイル 2 は「多動性」の問題（n=53；43.3％）、プロファ

イル 3は「内面化」の問題（n=8；7.3％）と定義され、情緒的症状や仲間関係の問題が臨床的に指摘

された。プロファイル 4 は「内面化および外面化の問題」（n=30；25.4％）と定義され、両領域の問

題が臨床的に指摘された」（Pimenta,Fuchs,Fears,2023）と言及された。さらに、共起性障害、宿泊

プラン、薬の使用がプロファイルと関連していた。 

DCD 児が示す明確でユニークなプロファイルが存在するため、臨床家はこれらのプロファイルを用

いることで、この集団における精神的健康症状の現れ方をよりよく理解し、精神衛生上の問題がある

場合には適切なサービスや支援を提供することができることが推測される。 
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(4)成人の DCD における心理的問題と対応 

DCD は、以前より子供期の神経発達症と考えられており、成人の精神科医の間ではあまり知られて

いない。それにもかかわらず、一般成人人口の約 5％にみられると推定されている。本論では、成人

期に DCD と診断された 3 症例を検討し、精神科医が直面するいくつかの重要な課題を示す。 

「DCD による運動障害は成人期まで持続することが多いこと、成人の DCD が運動障害を主訴として

訴えることは稀であり、むしろ抑うつ気分、依存症、不安などの二次的な非運動症状を呈すること、

成人の DCD の診断と管理に関するエビデンスはかなり限られていること、および成人の DCD が増加傾

向にあることやその精神的脆弱性から、より多くのエビデンスが早急に必要な状況にあること」

（Verlinden,Wijngaert,Eynde,2023）が示唆されている。 

成人期に DCD という新たな診断が下されることは、自分とは違い、不器用で、時には笑われること

もあるという、これまでの人生で経験してきたことが説明されることになり、安堵することが多い旨、

示されている。したがって、DCD の診断を成人期になる前にしておくことが、DCD のある成人の心理

的問題を緩和することにつながると考えられる。 

 

4．介入研究（4 件） 

(1)DCD の児童・青少年に対する運動能力向上のための治療的介入プログラム 

DCD の児童・青少年に対する運動能力向上のための身体活動、スポーツ等の治療的介入プログラム

の有効性を明らかにすることを目的とした研究がなされている。使用するサンプルは、2014 年から

2022 年までの論文 48 編（100％）、具体的には論文 40 編（83.5％）、博士論文 3 編（6.2％）、修士論

文 2 編（4.1％）、学会プロシーディングスの論文 3 編（6.2％）で構成されていた。 

サンプルを検索するために、「DCD、失行症、身体活動プログラム、介入、身体的介入、身体教育」

の用語を使用し、DCD の児童・青年における身体活動やスポーツを用いた介入プログラムについて、

統計的に有意な結果の有無、および内的妥当性の検討がなされた。その結果から、「介入プログラム

の多くが児童の運動能力だけでなく、日常生活における機能性を改善していることが示唆された」

（Zaragas,Fragkomichelaki,Geitona,2023）と報告されている。また、動的・静的バランスを改善

することができなかった介入プログラムの場合、介入期間が短い、介入サンプルの不均一さ、不適切

な評価ツールの使用等に起因している可能性があるとの見解が示されている。 

DCD に対する運動能力向上のための治療的介入プログラムの充実を図ることが求められる。 

 

(2)SLD と DCD の二重診断を持つ子供に対する課題指向型介入の有効性 

DCD 児には、運動能力の障害に対処し、活動制限を軽減するために、課題志向型のアプローチが推

奨されている。このアプローチはいくつかの場面で用いられているが、SLD と DCD の二重診断の子供

における有効性については、あまり知られていない。 

神経運動課題訓練（NTT）の原則に基づいた集団ベースの介入が、6～10 歳の SLD/DCD 児の運動能

力に及ぼす効果を明らかにするために、SLD と一次診断された児童を対象に、事前・事後テスト対照

研究デザインを実施した。DCDの状態は臨床評価に基づいて確認された。MABCチェックリストによる

と、MABC-2（Motor Assessment Battery for Children 2nd Edition）のスコアが 16 パーセンタイ

ル以下であり、かつ機能的運動障害を呈する児童を DCD とみなした。 

DCD 児たちは、教師が必要だと思う度合いに基づいて NTT 介入群に割り付けられ、週 2 回 45 分か

ら 60 分のトレーニングを 9 週間受けた。通常ケア(UC)群に割り当てられた DCD 児は、計画された作



九州生活福祉支援研究会研究論文集 第 17 巻第 3 号 2024 年 2 月 29 日発行 

39 
 

業療法と理学療法を受けた。運動能力の変化を評価するために MABC-2 が用いられた。 

この結果から、SLD 児における運動協調症の存在を確認することが重要であることが確認された。

小集団で行われる NTTの原則に基づいた課題指向型トレーニングプログラムは、神経発達症を持つ学

習者の運動能力にプラスの効果をもたらし、この効果は通常のケア群よりも大きかった。 

これらより、多発性神経発達症のある子供に小集団形式を用いることは、セラピストにとって困難

なことかもしれないが、特別支援学校の子供にサービスを提供する方法の 1 つになるかもしれない。

この研究で追加されたことについて、「DCD＋LSD の子供たちは、学校環境で集団ベースの NTT を行う

ことにより、運動スキルの改善を示す。集団ベースの NTTは、通常のケアと比較して、MABC-2の TSS

スコアに有意な改善を示した。DCD＋SLD の子供は、SLD を伴わない DCD と同様に、NTT 介入後に同等

のエフェクトサイズを示した」（Rameckers,Crafford,Ferguson,2023）と確認されている。したがっ

て、DCD 児に対する神経運動課題トレーニングによる介入は、その運動スキルの改善のために有効で

ある。また、介入の場について検討することを重視する必要があると考えられる。 

 

(3)DCD 児と TD 児の行動観察と模倣能力に関する考察 

DCD 児は運動学習において困難に直面している。動作観察と模倣は、運動技能を教えるために頻繁

に用いられる方法である。このため、本研究では、新しいプロトコルを用いて、DCD 児の行動観察と

模倣の能力を健常児と比較検討をすること、および行動観察、模倣、運動能力、日常生活動作(ADL)

の関係を明らかにすることを目的とした。 

方法として DCD 児 21 名（平均年齢 7 歳 9 ヵ月、範囲 6 歳から 10 歳）と年齢をマッチさせた対照児

20 名（平均年齢 7 歳 8 ヵ月、範囲 6 歳から 10 歳）を対象とした。行動観察と模倣の習熟度を調べる

ために開発されたプロトコルを使用した。運動能力は Movement Assessment Battery for Children-

2 で評価した。ADL は DCD Questionnaire'07 を用いて調査した。DCD 児の行動観察能力（p=0.037）

と模倣能力（p＜0.001）は、健常児と比較して有意に低かった。行動観察と模倣能力の低さは、運

動能力および ADL 能力の低さ、年齢の低さと関連していた。非意味的ジェスチャー模倣の習熟度は、

全体的な運動能力（p=0.009）、手先の器用さ（p=0.02）、ADL（p=0.004）の予測値を示した。 

最近開発された DCD 児の行動観察と模倣能力を調査するためのプロトコルは、運動学習能力の調査

や運動指導アプローチの選択を支援するために、臨床的に有用であることが示された。DCD児は TD児

と比較して、行動観察と模倣能力に障害がある。行動観察および模倣能力の低下は、運動学習過程に

おける困難を説明する一因となる可能性がある。特に、非意味的ジェスチャー能力は、運動能力や

ADL を予測する価値がある。非意味的ジェスチャーテストの新しさは、（意味的ジェスチャーテスト

のように）学習した技能のパフォーマンスではなく、模倣の熟練度に特に関連するジェスチャーのパ

フォーマンスを含むことである。このテストにおける手と指の位置、および手の動きのシーケンスの

模倣は、非意味的ジェスチャーテストをこれまでのジェスチャー評価バッテリーと区別するもう 1 つ

の顕著な側面でもある。「行動観察と模倣能力に関する新たな知見は、治療者が DCD 児に最も適切な

運動指導法を決定するのに有効性が高い」（Bieber,Engelsman,Sgandurra,2023）と示唆された。 

以上より、行動観察と模倣能力に関する新しいプロトコルは、DCD 児の運動学習困難を発見し、運

動指導アプローチの新たな機会を明確にするために有用であると推察される。 

 

(4)DCD に対する介入ツールとしての新技術の役割 

現代技術の進歩や、ICT、IoT、スマートシステム、スマート製品などを利用したインダストリー
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4.0 の影響により、今や多くの人々の日常生活にとって重要かつ不可欠な要素となっている。スマー

トシステムや製品、その他多くのものが、今や多くの障害者の日常生活にとって重要かつ不可欠な要

素となっている。これらは、障害者の日常生活に欠かせない重要な要素にもなっている。 

DCD は、非常に併存性が高く、医療専門家によって過小評価されがちな障害である。しかしながら、

日常生活や社会参加に支障をきたす。このため、タブレット端末、バーチャルリアリティ（VR）、能

動的なビデオゲームやコンソールを含む 3 つの有望な介入技術の使用に関する最近の研究や進歩、そ

してそれらが、DCD に見られる技能障害の発達に果たす役割について調査した。これら 3 つの技術カ

テゴリーから、DCD に対する研究結果を検討した。 

現在、教育分野および DCD トレーニングにおけるあらゆるデジタル技術が重視されている。これら

のテクノロジーは非常に効果的で生産的であり、評価、介入、教育手順を促進、改善する。教育活動

をどこにいても行えるモバイル機器、教育の主な支援者である様々な ICTs アプリケーション、AI、

STEM、ROBOTICS などによって、教育手順を新たなパフォーマンス・レベルまで引き上げ、教育活動

の質を向上させることが求められている。 

「教育手順を新たなパフォーマンス・レベルに引き上げるために、AI、STEM、ROBOTICS、フレン

ドリーなゲームに加えて、メタ認知、マインドフルネス、瞑想、情動的知能の発達の理論やモデルと

ICTsの開発と統合も重要である。ICTをメタ認知、マインドフルネス、瞑想、情緒的知性の発達など

の理論やモデルと融合させることで社会適応能力が向上する」（Pergantis,2023）と考えられている。 

特に DCD は、日常生活に様々な影響を与える持続的な障害である。新しいテクノロジーは、これま

で以上に多くの医療専門家等スペシャリストにとって不可欠な要素となっている。DCD における前述

のカテゴリーに分類される技術の使用に関する最近の進歩については、3 つの主なカテゴリーで調査

された多くの研究において、これらの技術の使用を通じてポジティブな効果をもたらしたことが示さ

れた。したがって、今後の課題は、DCD に対して新しいテクノロジーをどのように使用して介入すれ

ば、運藤障害や心理的問題等の解決に効果的なのかを教育屋や療育実践において実証することである。 

 

Ⅳ 総合考察 

DCD について言及した 2023 年に発刊された研究内容について検討した。 

1．診断評価の研究（5 件） 

DCD が疑われる親に対する質問紙調査から、DCD の病因、症状、影響に関する医療や教育の専門家

の認識や理解に乏しく、診断サービスへのタイムリーなアクセスに影響している。早期発見と早期介

入を可能にする診断サービスの標準化、DCD 児の評価、診断、治療を行い、身体的、精神的な二次的

影響を軽減するためには、公的サービスによる家族を中心とする療育アプローチが不可欠である。 

DCD は、神経学的疾患やその他の疾患がないにもかかわらず、子供の運動能力の低さによって定義

される疾患である。運動能力が低いため、適切な評価、介入に加えて、DCD の診断される可能性の調

査や評価が求められる。DCD は慢性的な症状であり、幼児期から青年期を経て成人期まで続く。その

ため、早期における DCD の診断、介入ができる環境を整える必要がある。 

DCD 児の親を対象に半構造化面接がなされた。多様な発達領域で子供ごと、領域ごとに深刻さが異

なる。説明や治療の探求、具体的な参加の選択、他の養育者による懸念、二次的な結果の出現等、環

境における微妙な指標について検討した。診断過程において、親からの病歴聴取では、子供特有の特

徴と状況特有の特徴の両方を尋ねる必要がある。 

出生前の累積的危険因子（RF）が子供の DCD の有無に及ぼす影響を検討するためのコホート研究か
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ら、出生前の危険因子が子供の一般的な運動能力や認知能力に悪影響を及ぼす。DCDr の子供の母親

は、定型発達児の母親よりも RF の数が多い。DCD を発症する確率は、RF へ晒されるほど有意に高く

なる。DCD の原因や予防、女性の出産前のケアと周産期の RF を取り巻く知見を明らかにできた。 

DCD 児の経験の全体像を理解し、適切な支援をするための基準として、運動、認知、その他の二次

的症状を評価する必要がある。複雑性の視点は、評価と治療に関連する DCD の理解を向上させる。複

雑性のパラダイムは、DCD の発展的で多次元的な像の記述、異質な症状プロファイルの理解、相互に

関連した二次症状との関連付け等に関係している。多面的な複雑性の認識を重視する必要がある。 

 

2．生理学的研究（5 件） 

DCD に併発する疾患の研究に基づき、DC のゲノムの構造も他の神経発達症と類似している。DCD に

遺伝的関与があることを示唆する証拠がある一方で、その証拠は初期段階にある。現在のエビデンス

の多くは、併発する疾患の研究に基づくものである。そのため、DCD の遺伝的基盤をより理解するた

めの更なる研究は、診断、治療、DCD の病因の理解において重要な意味を持つ。 

DCD に関連する 12 の遺伝子を文献から同定した。これらの遺伝子は、脳の発達を通して中枢神経

系で偏在的に発現し、細胞プロセス、神経シグナル伝達、神経系の発達に関与している。DCD 関連遺

伝子と運動障害関連遺伝子の間には、発症メカニズムにおいて顕著な重複（62％）が見られた。DCD

の遺伝的病因を持つ者がいる可能性があり、それは病因論的運動症スペクトラムの一部である。 

DCD の 53％が相貌失認の診断基準を満たし、そのうち 34%は従来の認知課題に基づく方法で診断を

受けている。DCD のかなりの割合が、大人になってから、臨床的に重大と考えられる顔に関する深刻

な問題に悩まされている。DCD における発達性相貌失認と相貌失認症状との間には、より強い関連性

があるため、発達性相貌失認と DCD の間には、強い関連がある可能性が高い。 

DCD の視聴覚統合と触覚知覚の障害は、DCD 症状の程度と相関し、DCD と NT を比較した場合に最も

顕著であった。特に、拡張 DCD＋pDCD 群ではなく、DCD 群と NT 群を直接比較した場合に最も顕著で

あった。感覚障害と DCD 症状との関連は、知覚の違いが DCD の運動障害に関与していることを示唆し

ている。DCD の運動障害には、知覚の違いが内在的なモデリング機構を介して関与している。 

DCD 児に対する視覚的フィードバックの介入は、筆記時の筆圧調節に必要な運動学的-触覚的フィ

ードバックを増加させ、効率的なフィードフォワード過程を促進し、アウトプットの質と筆圧を向上

させる。このため、効率的なフィードフォワード過程を促進し、アウトプットの質と能力を向上させ

る。介入のアクセシビリティは DCD 児の自律性を高めることができると判断される。 

 

3．心理学的研究（4 件） 

773 名の子供を DCD 例と確認して、6 歳から 10 歳までの 4 年間追跡した。小学校低学年における

DCD を有する子供の情緒的問題と行動的問題と共存する神経発達特性を評価する必要がある。ASD や

ADHDの特性が高い場合は、DCDを有する子供の情緒的問題と行動的問題と併存する神経発達特性を評

価して、早期介入によって情緒的問題と行動的問題の軽減を図ることが不可欠になる。 

DCD を持つ親は、特に子供の参加や情緒的健康に関して、大きな心配や懸念を抱いている。親は

DCD が家族構成に大きな影響を与え、心配や懸念を引き起こし、活動の選択に影響を与え、経済的な

負担を引き起こしている。このような懸念や影響は、現在の DCD への介入モデルでは対処されていな

いため、新たな支援方法を構築する必要性に迫られている状況にある。 

質問紙調査に応じた 119 名の DCD 児の親が Strengths and Difficulties Questionnaire に回答し



九州生活福祉支援研究会研究論文集 第 17 巻第 3 号 2024 年 2 月 29 日発行 

42 
 

た。DCD 児が示す明確でユニークなプロファイルが存在するため、臨床家はこれらのプロファイルを

用いることで、精神的健康症状の現れ方をよりよく理解し、精神衛生上の問題がある場合には適切な

サービスや支援を提供することができるものと捉えられる。 

成人の DCD の増加傾向やその精神的脆弱性から、より多くのエビデンスが早急に必要である。成人

期に DCD という新たな診断が下されることは、自分とは違い、不器用で、時には笑われることもある

という、これまでの人生で経験してきたことが説明されることになり、安堵することが多い。DCD の

診断を成人期前にしておくことが、DCD のある成人の心理的問題を緩和することにつながる。 

 

4．介入研究（4 件） 

DCD の児童と青年への介入プログラムの多くが児童の運動能力だけでなく、日常生活における機能

性を改善している。動的・静的バランスを改善することができなかった介入プログラムの場合、期間

が短い、サンプルの不均一さ、不適切な評価ツールの使用等に起因している可能性があるとの見解が

示されている。運動能力向上のための治療的介入プログラムの充実を図ることが求められる。 

神経運動課題訓練（NTT）の原則に基づいた集団ベースの介入が、特異的学習障害（SLD）と一次

診断された児童を対象に、事前・事後テスト対照研究デザインを実施して行われた。運動能力の変化

の評価に MABC-2が用いられ、SLD児における運動障害を確認した。DCD児に対する神経運動課題トレ

ーニングによる介入は、その運動スキルの改善のために有効であると判断される。 

新しいプロトコルを用いて、DCD 児の行動観察と模倣の能力を健常児と比較、および行動観察、模

倣、運動能力、日常生活動作(ADL)の関係を検討した。DCD 児の行動観察と模倣能力を調査するため

のプロトコルは、運動学習能力の調査や運動指導アプローチの選択を支援するのに有効である。DCD

児の運動学習困難を発見し、運動指導アプローチの新たな機会を明確に指摘できる。 

タブレット端末、バーチャルリアリティ（VR）、能動的なビデオゲームやコンソールを含む 3 つの

主なカテゴリーで調査された多くの研究において、これらの技術の使用を通じてポジティブな効果を

もたらした。したがって、DCD に対して新しいテクノロジーをどのように活用して介入すれば、運藤

障害や心理的問題等の解決に効果的なのかを実証する必要がある。 

 

Ⅴ 結 論 

DCD について言及した 2023 年に発刊された研究内容を検討した結果、次のことが考察された。              

①診断評価の研究から、早期発見と早期介入を可能にする診断サービスの標準化、DCD 児の評価、診

断、治療を行い、身体的、精神的な二次的影響を軽減する公的サービスによる家族を中心とする療育

アプローチが不可欠である。DCD を発症する確率は、RF へ晒されるほど有意に高くなるため、DCD 児

の経験の全体像を理解し、適切な支援をするために多面的な複雑性の認識が重要になる。 

②生理学的研究から、DCD の遺伝的病因を持つ者がいる可能性があり、病因論的運動症スペクトラム

の一部である。また、発達性相貌失認と DCD の間には、強い関連がある可能性が高い。運動障害には、

知覚の違いが内在的なモデリング機構を介して関与している。効率的なフィードフォワード過程を促

進し、アウトプットの質と能力を向上させる。介入のアクセシビリティは DCD 児の自律性を高める。 

③心理学的研究から、DCD を持つ親は、特に子供の参加や情緒的健康に関して、大きな心配や懸念を

抱いているため、新たな支援方法を構築する必要性に迫られている状況にある。臨床家はプロファイ

ルを用いて精神的健康症状の現れ方を理解すれば、精神衛生上の問題に適切な支援ができる。また、

DCD の診断を成人期前にしておくことが、DCD のある成人の心理的問題を緩和することにつながる。 
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④DCD に対する介入研究から、運動能力向上のための介入プログラムの充実、神経運動課題トレーニ

ングによる介入、行動観察と模倣能力を調査するためのプロトコルによる運動学習能力の調査や運動

指導アプローチの選択の支援、運動学習困難の発見、運動指導アプローチの機会の明確化、新テクノ

ロジーによる介入、これらの運藤障害や心理的問題等の解決への効果を実証する必要がある。 
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